
修　　正　　後 現　　　　　行 備　考

石川県国民保護計画　[新旧対照表]

石川県国民保護計画 石川県国民保護計画
令和８年３月 令和６年１１月



修　　正　　後 現　　　　　行 備　考

沿革 沿革
・平成１８年　１月２０日　作成 ・平成１８年　１月２０日　作成

・平成１８年　７月　１日　変更 ・平成１８年　７月　１日　変更

・平成２０年　１月　４日　変更 ・平成２０年　１月　４日　変更

・平成２２年　３月１９日　変更 ・平成２２年　３月１９日　変更

・平成２２年　６月２５日　変更 ・平成２２年　６月２５日　変更

・平成２５年　９月１３日　変更 ・平成２５年　９月１３日　変更

・平成２６年１１月１４日　変更 ・平成２６年１１月１４日　変更

・平成２７年１２月１５日　変更 ・平成２７年１２月１５日　変更

・平成３０年　２月１６日　変更 ・平成３０年　２月１６日　変更

・令和 元 年１１月２５日　変更 ・令和 元 年１１月２５日　変更

・令和　６年１１月２７日　変更 ・令和　６年１１月２７日　変更

・令和　８年　３月　５日　変更 ・（追加）



修　　正　　後 現　　　　　行 備　考

第１編　（略）　 第１編　（略）　

第２編　平素からの備え・予防　 第２編　平素からの備え・予防　

第１章　組織・体制の整備 第１章　組織・体制の整備

　第１節　県における組織・体制の整備 　第１節　県における組織・体制の整備

１　県の各部局における平素の業務 １　県の各部局における平素の業務 組織改編

県の各部局は、国民保護措置を的確・迅速に実施するため、その準備のための業務 県の各部局は、国民保護措置を的確・迅速に実施するため、その準備のための業務

を行う。その主な業務は、次のとおりである。 を行う。その主な業務は、次のとおりである。

【県の各部局における平素の業務】 【県の各部局における平素の業務】

（以下略） （以下略）

 
 部  局  名 
 

 
                  平  素  の  主  な  業  務 

 
 全部局共通 

 
 ○各部局内の国民保護担当職員の配置及び交代要員の確保に関すること 
 ○所管施設・関係機関等の把握、安全対策に関すること 
 

 
危機管理監室 

 

 

 

 

 
 ○国民保護に関する業務の総括、各部局間の調整、企画立案等に関すること 
 ○県国民保護計画に関すること 
 ○県協議会の運営に関すること 
 ○避難施設の指定に関すること 
 ○非常通信体制の整備に関すること 
 ○警報の通知、緊急通報の発令に関すること 
 ○国民保護措置についての訓練に関すること 
 ○安否情報の収集体制の整備に関すること 
 ○特殊標章等の交付、許可に関すること 
 ○食料等の備蓄に関すること 
 

能 登 半 島 
地震復旧・ 
復興推進部 

○令和６年能登半島地震における被災者の支援に関すること。 

 
 総 務 部 

 

 
 ○広報活動及び報道関係との連絡体制の整備に関すること 
○職員の服務に関すること 

  ○通信手段の整備に関すること 
 ○被災者に対する県税の徴収猶予、減免措置に関すること 
 

 
 企画振興部 

 
 ○空港施設の把握、安全対策に関すること 
 ○鉄道、バス等の緊急輸送手段の確保に関すること 
 

 
文化観光 
スポーツ部 

 ○観光客への安全確保対策に関すること 
 ○外国人への情報提供、相談に係る対策に関すること 

 
 健康福祉部 
 

 

 
 ○高齢者、障害者等の安全確保及び支援体制の整備に関すること 
 ○医療、医薬品等の供給体制の整備に関すること 
 ○赤十字標章等の交付、許可に関すること 
 ○埋葬及び火葬に関すること 
 

 
 生活環境部 

 

 
 ○廃棄物処理に関すること 
 ○飲料水の確保体制の整備に関すること 
 ○市町の水道施設の安全対策に関すること 
  ○ボランティア及び関係団体との連絡調整に関すること 
 

 

 
 部  局  名 
 

 
                  平  素  の  主  な  業  務 

 
 全部局共通 

 
 ○各部局内の国民保護担当職員の配置及び交代要員の確保に関すること 
 ○所管施設・関係機関等の把握、安全対策に関すること 
 

 
危機管理部 

 

 

 

 

 
 ○国民保護に関する業務の総括、各部局間の調整、企画立案等に関すること 
 ○県国民保護計画に関すること 
 ○県協議会の運営に関すること 
 ○避難施設の指定に関すること 
 ○非常通信体制の整備に関すること 
 ○警報の通知、緊急通報の発令に関すること 
 ○国民保護措置についての訓練に関すること 
 ○安否情報の収集体制の整備に関すること 
 ○特殊標章等の交付、許可に関すること 
 ○食料等の備蓄に関すること 
 

能 登 半 島 
地震復旧・ 
復興推進部 

○令和６年能登半島地震における被災者の支援に関すること。 

 
 総 務 部 

 

 
 ○広報活動及び報道関係との連絡体制の整備に関すること 
○職員の服務に関すること 

  ○通信手段の整備に関すること 
 ○被災者に対する県税の徴収猶予、減免措置に関すること 
 

 
 企画振興部 

 
 ○空港施設の把握、安全対策に関すること 
 ○鉄道、バス等の緊急輸送手段の確保に関すること 
 

 
文化観光 
スポーツ部 

 ○観光客への安全確保対策に関すること 
 ○外国人への情報提供、相談に係る対策に関すること 

 
 健康福祉部 
 

 

 
 ○高齢者、障害者等の安全確保及び支援体制の整備に関すること 
 ○医療、医薬品等の供給体制の整備に関すること 
 ○赤十字標章等の交付、許可に関すること 
 ○埋葬及び火葬に関すること 
 

 
 生活環境部 

 

 
 ○廃棄物処理に関すること 
 ○飲料水の確保体制の整備に関すること 
 ○市町の水道施設の安全対策に関すること 
  ○ボランティア及び関係団体との連絡調整に関すること 
 

 



修　　正　　後 現　　　　　行 備　考

２　県の体制及び県職員の参集基準等 ２　県の体制及び県職員の参集基準等 組織改編

（１）～（２）　（略） （１）～（２）　（略）

（３）県の体制及び職員の参集基準等（法41条） （３）県の体制及び職員の参集基準等（法41条）

　　　県は、事態の状況に応じて適切な措置を講ずるため、初動体制から国民保護対策本部 　　　県は、事態の状況に応じて適切な措置を講ずるため、初動体制から国民保護対策本部

　　体制に至る体制を整備することとし、その参集基準は、次のとおりとする。 　　体制に至る体制を整備することとし、その参集基準は、次のとおりとする。

【配備体制及び職員の参集基準】 【配備体制及び職員の参集基準】

（４）～（８）　（略） （４）～（８）　（略）

　３　（略） 　３　（略）

　第２～６節　（略） 　第２～６節　（略）

第２～５章　（略） 第２～５章　（略）

 
 配備体制 

 

 
参  集  基  準 

 
参集対象 

 

  
 
 
 初 
 
 動 
 
 体 
 
 制 
 
 
  
 
  

 

 

 

 
注意配備 
体制 

 

 

 
１ 国内において武力攻撃等によると疑われる 
災害が発生するおそれがある場合で、危機管 
理監が必要と認めるとき 

２ 国外において武力攻撃等が発生した場合な 
どで、我が国に対する何らかの武力攻撃等の 
情報があるときで、危機管理監が必要と認め 
るとき 

 

 
○危機管理監室 
  

 

 

 
警戒配備 
体制 

 

 

 
１ 県内において武力攻撃等によると疑われる 
災害が発生するおそれがある場合で、危機管 
理監が必要と認めるとき 

２ 他の都道府県において本県へ何らかの影響 
を及ぼす可能性のある武力攻撃等によると疑 
われる災害が発生した場合で、危機管理監が 
必要と認めるとき 

 

 
○危機管理監室 
○総務部 
○警察本部 
○関係部局 
○その他各部局の主管課 

 

 
緊急事態対
策室体制 

 

 
１ 県内又は隣県で武力攻撃等によると疑われ 
る災害が発生し、又は発生するおそれが明白 
な場合で、知事が必要と認めるとき 

２ 他の都道府県に国民保護対策本部が設置さ 
れた場合で、知事が必要と認めるとき 

 
○知事、副知事、副知事 
○危機管理監室 
○総務部 
○警察本部 
○関係部局 
○その他各部局の主管課及び知 
事が必要と認める課 

○特に必要と認める場合は全職 
 員 
 

 
国民保護対策本 
部体制 
 

 
  内閣総理大臣から県対策本部設置の指定の 
通知を受けたとき 

 
○全職員 

 
 安定･復旧配備 
 体制 

 
  内閣総理大臣から県対策本部設置の指定が 
解除され、避難住民等が復帰し、県民生活の 
安定等を図るとき 

 

 
○関係各課 

 
 支援･受入配備 
 体制 

 

 
１ 他の都道府県において対策本部が設置され 
た場合で、知事が必要と認めるとき 

２ 他の都道府県の住民等が県内に避難してく 
るとき 

 
○関係各課 

 

 

 
 配備体制 

 

 
参  集  基  準 

 
参集対象 

 

  
 
 
 初 
 
 動 
 
 体 
 
 制 
 
 
  
 
  

 

 

 

 
注意配備 
体制 

 

 

 
１ 国内において武力攻撃等によると疑われる 
災害が発生するおそれがある場合で、危機管 
理部長が必要と認めるとき 

２ 国外において武力攻撃等が発生した場合な 
どで、我が国に対する何らかの武力攻撃等の 
情報があるときで、危機管理部長が必要と認
め るとき 

 

 
○危機管理部 
  

 

 

 
警戒配備 
体制 

 

 

 
１ 県内において武力攻撃等によると疑われる 
災害が発生するおそれがある場合で、危機管 
理部長が必要と認めるとき 

２ 他の都道府県において本県へ何らかの影響 
を及ぼす可能性のある武力攻撃等によると疑 
われる災害が発生した場合で、危機管理部長
が必要と認めるとき 

 

 
○危機管理部 
○総務部 
○警察本部 
○関係部局 
○その他各部局の主管課 

 

 
緊急事態対
策室体制 

 

 
１ 県内又は隣県で武力攻撃等によると疑われ 
る災害が発生し、又は発生するおそれが明白 
な場合で、知事が必要と認めるとき 

２ 他の都道府県に国民保護対策本部が設置さ 
れた場合で、知事が必要と認めるとき 

 
○知事、副知事、副知事 
○危機管理部 
○総務部 
○警察本部 
○関係部局 
○その他各部局の主管課及び知 
事が必要と認める課 

○特に必要と認める場合は全職 
 員 
 

 
国民保護対策本 
部体制 
 

 
  内閣総理大臣から県対策本部設置の指定の 
通知を受けたとき 

 
○全職員 

 
 安定･復旧配備 
 体制 

 
  内閣総理大臣から県対策本部設置の指定が 
解除され、避難住民等が復帰し、県民生活の 
安定等を図るとき 

 

 
○関係各課 

 
 支援･受入配備 
 体制 

 

 
１ 他の都道府県において対策本部が設置され 
た場合で、知事が必要と認めるとき 

２ 他の都道府県の住民等が県内に避難してく 
るとき 

 
○関係各課 

 

 



修　　正　　後 現　　　　　行 備　考

第３編　武力攻撃事態等への対処　 第３編　武力攻撃事態等への対処　
第１章　実施体制の確立 第１章　実施体制の確立

　第１節　初動体制 　第１節　初動体制

１　緊急事態対策室等の設置 １　緊急事態対策室等の設置 組織改編

（１）緊急事態対策室等の設置 （１）緊急事態対策室等の設置

　　　知事等は、現場からの情報により武力攻撃等によると疑われる災害が発生し、又は発生 　　　知事等は、現場からの情報により武力攻撃等によると疑われる災害が発生し、又は発生

　するおそれがある行為等の事案の発生を把握した場合において、県として的確かつ迅速に 　するおそれがある行為等の事案の発生を把握した場合において、県として的確かつ迅速に

　対処するため、危機管理に不可欠な人数により構成される次の体制をとる。 　対処するため、危機管理に不可欠な人数により構成される次の体制をとる。

  　①  注意配備体制   　①  注意配備体制

  　②　警戒配備体制                                        　②　警戒配備体制                                      

  　③　緊急事態対策室体制   　③　緊急事態対策室体制

【石川県緊急事態対策室の構成等】（イメージ） 【石川県緊急事態対策室の構成等】（イメージ）

（２）　（略） （２）　（略）

２～４　（略） ２～４　（略）

 

 

 

 

 

 

    室 長（知 事） 

 
 
 
 迅速な情報 
 収集・分析 
 
 
  必要に応じ、 
  連絡員等の 
  派遣を要請 

 

 

   各消防本部 
 
   金沢・七尾海上保安部 
 
   陸上自衛隊第１４普通科連隊 
 
   航空自衛隊第６航空団 
 
   その他関係機関 

 
 

 

 

 

 参集室員 
 ・副知事 
 ・副知事 
 ・総務部長 
 ・危機管理監 
 ・県警察本部長等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    室 長（知 事） 

 
 
 
 迅速な情報 
 収集・分析 
 
 
  必要に応じ、 
  連絡員等の 
  派遣を要請 

 

 

   各消防本部 
 
   金沢・七尾海上保安部 
 
   陸上自衛隊第１４普通科連隊 
 
   航空自衛隊第６航空団 
 
   その他関係機関 

 
 

 

 

 

 参集室員 
 ・副知事 
 ・副知事 
 ・総務部長 
 ・危機管理部長 
 ・県警察本部長等 

 

 

 

 

 



修　　正　　後 現　　　　　行 備　考

　第２節　県対策本部の設置等 　第２節　県対策本部の設置等

１～２　（略） １～２　（略）

３　県対策本部の組織・担当別業務 ３　県対策本部の組織・担当別業務 組織改編

（１）　県対策本部の組織構成 （１）　県対策本部の組織構成

　　①　県対策本部に、本部会議、部、支部、県外連絡部を設置する。 　　①　県対策本部に、本部会議、部、支部、県外連絡部を設置する。

　　②　県対策本部会議は、本部長、副本部長、本部員で構成し、次の者をもって充てる。 　　②　県対策本部会議は、本部長、副本部長、本部員で構成し、次の者をもって充てる。

　　　（ア）本部長　　 知事 　　　（ア）本部長　　 知事

　　　（イ）副本部長　副知事、副知事 　　　（イ）副本部長　副知事、副知事

　　　（ウ）本部員　　 知事部局の部局長、（削除）、出納室長、議会事務局長、教育長、警察 　　　（ウ）本部員　　 知事部局の部局長、危機管理監、出納室長、議会事務局長、教育長、

                            本部長、その他職員で知事が指名する者                             警察本部長、その他職員で知事が指名する者

   県対策本部等の組織構成について図示すれば、次のとおりである。    県対策本部等の組織構成について図示すれば、次のとおりである。

　＜県対策本部等組織図＞ 　＜県対策本部等組織図＞

以下　（略） 以下　（略）

 
  
本 
部
会
議 

 

 
 本 部 長  知事 
 
 副本部長  副知事、副知事 
 

  
  
 
 
 
 
 

 

 
 
 

 

 

 本部員   知事部局の部局長、危機管理監、出納室長、議会事務局長、教育長、 
 警察本部長、その他職員で知事が指名する者                     

 

  

  
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

    部  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             部 
  
  
  
 
 
 
 
 
 

 

警
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部 

教
育
部 

議
会
部 

経
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部 

能
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半
島
地
震 

復
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・
復
興
部 

総
務
部 

危
機
管
理
部 

 
部 
名 
 
 

 

警
察
本
部
長 

教
育
長 

議
会
事
務
局
長 

出
納
室
長 

土
木
部
長 

競
馬
事
業
局
長 

農
林
水
産
部
長 

商
工
労
働
部
長 

生
活
環
境
部
長 

健
康
福
祉
部
長 

文
化
観
光
ス
ポ
❘
ツ
部
長 

企
画
振
興
部
長 

能
登
半
島
地
震
復
旧
・
復
興
推
進
部
長 

総
務
部
長 

危
機
管
理
監 

 
部 
長 
担 
当 
職 

 

 

 

   
（必要に応じて設置） 
 

 

 
 現 
 地 
 対 
 策 
 本 
 部 

設 置 場 所  支      部  県外連絡部 

中能登総合事務所  支部名    支部長担当職 部名 部長担当職 

奥能登総合事務所 中能登支部 中能登総合事務所長 東京連絡部 東京事務所長 

小松県税事務所他 奥能登支部 奥能登総合事務所長 大阪連絡部 大阪事務所長 

 

 
  
本 
部
会
議 

 

 
 本 部 長  知事 
 
 副本部長  副知事、副知事 
 

  
  
 
 
 
 
 

 

 
 
 

 

 

 本部員   知事部局の部局長、（削除）、出納室長、議会事務局長、教育長、 
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設 置 場 所  支      部  県外連絡部 

中能登総合事務所  支部名    支部長担当職 部名 部長担当職 

奥能登総合事務所 中能登支部 中能登総合事務所長 東京連絡部 東京事務所長 

小松県税事務所他 奥能登支部 奥能登総合事務所長 大阪連絡部 大阪事務所長 

 


